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一　はじめに
　協議・合意制度が導入されて２年ほどが経過し、すでに適用事例が数
件出てきている。今後この制度がどのように展開していこうとも、検察
官と特定事件に係る被疑者・被告人（後掲「合意事件」の「協力被疑者・
被告人」）との協議・合意によって得られた供述が、特定事件に係る他
人（後掲「標的者」）の刑事事件（後掲「標的事件」）において証拠とし
て用いられる場合、そこには引き込みや責任転嫁を動機とした「協力被
疑者・被告人」の虚偽供述による誤判の危険性が常につきまとう。本稿
では、まず、わが国の協議・合意制度の比較法的位置づけ（後掲二）と
特徴（後掲三）と成立の経緯と意義（後掲四）を概観する。そして、こ
の制度における、検察官と「協力被疑者・被告人」との協議・合意の過
程（後掲五）と、「標的事件」における引き込みや責任転嫁を動機とし
た「協力被疑者・被告人」の虚偽供述の危険性を防止するための対応策
（後掲六）を考察する。これらを踏まえて、協議・合意制度における標
的事件での虚偽供述の危険性を防止するための対応策について私見を述
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べる（後掲七）。なお、条文の番号は、断りのない限り、現行刑事訴訟
法のものである。
二　「司法取引」と協議・合意制度　－　協議・合意制度
の比較法的位置づけ
　司法取引とは、国家機関と被疑者・被告人との間における、刑事手続
の各段階での利益・不利益を衡量した上での一定の合意の成立（取引）と、
その合意内容を前提にした事件処理の過程をいう⑴。司法取引は、一般
的に自己負罪型司法取引と捜査・訴追協力型司法取引に大別される⑵。
　自己負罪型司法取引は、被疑者・被告人自身が犯罪事実を自認して迅
速な処罰の実現に協力する見返りに、検察官から軽い求刑や公訴の一部
――――――――――
⑴　斎藤司『刑事訴訟法の思考プロセス』（日本評論社、2019年）227頁、青木
孝之「米国の司法取引と日本の協議・合意制度」法時88巻４号（2016年）54頁、
加藤克佳「司法取引と刑事弁護」佐藤博史編『シリーズ刑事司法を考える第
２巻－捜査と弁護』（岩波書店、2017年）（以下、「加藤・前掲注⑴『捜査と弁
護』」と表記） 215頁、加藤克佳「刑事手続における協議・合意－主にドイツ
法を手がかりとして」高橋則夫ほか編『曽根威彦先生・田口守一先生古稀祝
賀論文集［下巻］』（成文堂、2014年）377頁、宇川春彦「司法取引を考える（１）」
判時1583号（1997年）40頁参照。刑事免責制度に関する判断をした最大判平７・
２・22刑集49巻２号１頁は司法取引にも妥当するのであり、立法事実の存在
と手続的保障が、司法取引の合憲性の要件となる。辻本典央「ドイツの司法
取引と日本の協議・合意制度」法時88巻４号（2016年）65頁参照。
⑵　斉藤・前掲注⑴227頁、宇川・前掲注⑴40頁。なお、「狭義の司法取引」と「広
義の司法取引」の分類については、水谷規男「特集・司法取引に関する総合
的研究　総論及び討論のまとめ」刑法54巻１号（2014年）86頁参照。英米型
当事者主義の取引的司法と大陸型職権主義の取引的司法との歩み寄りについ
ては、山口直也「刑事訴訟構造と取引的司法」刑法54巻１号94頁参照。えん
罪防止の観点からアメリカ法の司法取引での新たな適正化の動きを考察した
論稿として、笹倉香奈「司法取引の条件を考える－比較法的視点から」刑法
54巻１号113頁参照。
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取消しといった形で恩典を得るものである⑶。
　捜査・訴追協力型司法取引は、被疑者・被告人（以下、「協力被疑者・
被告人」という）が自己の犯罪事実を認める供述ではなく、他人（共犯
者を含む）（以下、「標的者」という）の犯罪事実（以下、「標的事件」と
いう）を明らかにする証拠・情報の提供をすることにより、標的事件の
捜査・訴追に協力する見返りとして、検察官がその協力被疑者・被告人
自身の事件（以下、「合意事件」という）について恩典（自身の不訴追、
起訴内容の緩和、刑の減免、軽い求刑の約束等）を与える制度である⑷。
これは、当該協力被疑者・被告人に対する合意事件が公訴提起されてい
るか否かによって、軽い求刑や公訴の一部取消し等、公判手続上の恩典
を得る場合と、不訴追や縮小訴因による訴追等の形で公判手続以前の段
階で恩典を得る場合がある⑸。「沈黙の掟」が支配するような集団による
組織犯罪の捜査・訴追にあたって証人を確保する有効な手段とされる⑹。
　わが国の協議・合意制度（350条の２から350条の15、462条の２）は、
捜査・訴追協力型司法取引に相当する。「証拠収集等への協力及び訴追
に関する合意」という刑訴法第４章の章名が示すとおり、協力被疑者・
被告人が「証拠収集等への協力」（自己負罪型司法取引のものではなく、
標的事件の「他人［標的者］の犯罪事実」を明らかにするためのものに
限られる）をする代わりに、検察官から何らかの恩典を引き出し、両当
――――――――――
⑶　アメリカ法の自己負罪型司法取引については、清水拓磨「自己負罪型司法
取引の量刑格差問題についての研究（１）（２）（３）（４・完）」立命385号（2019
年）142頁、同386号（2019年）83頁、同389号（2020年）69頁、同391号（2020
年）154頁参照。
⑷　アメリカ法の捜査・訴追協力型司法取引については、髙田浩平「米国にお
ける司法取引を巡る公判実務」刑ジャ63号（2020年）55頁、吉田有希「アメ
リカ合衆国における捜査訴追協力型取引と虚偽証言のおそれ」比雑53巻３号
（2019年）261頁参照。
⑸　青木・前掲注⑴54頁参照。
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事者が「訴追に関する合意」に至る制度だからである⑺。
――――――――――
⑹　指宿信「日本版司法取引制度の概要と日産自動車事件からみた運用上の問
題点」ビジネス法務2020年７月号141頁、堀江慎司「平成28年改正刑訴法の運
用に関する論点の整理と今後の展望」刑法59巻３号（2020年）368－369頁、
373頁、清野憲一「平成28年刑訴法改正の位置付けと今後の展望」刑法59巻３
号391－392頁、村岡啓一「2016年改正による新制度下での弁護人の役割と倫理」
刑法59巻３号410頁、吉開多一ほか『基本刑事訴訟法Ⅰ－手続理解編』（日本
評論社、2020年）350頁〔緑大輔〕、後藤昭ほか「［パネルディスカッション］
日本型司法取引とその課題」法セ756号（2018年）38－39頁〔後藤昭〕〔郷原
信郎〕、宇川春彦「供述証拠の収集を容易にするための手段」法時86巻10号（2014
年）22頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』216頁参照。なお、企業犯罪に対す
る具体的な適用事例をもとに協議・合意制度の限界を検討した論稿として、
小川勝己「企業犯罪捜査における協議合意制度の機能と限界－二つの適用事
例を素材として」中央ロー16巻２号（2019年）47頁参照。協議・合意制度に
対する企業対応については、平尾覚『日本版司法取引と企業対応－平成28年
改正刑訴法で何がどう変わるのか』（清文社、2016年）参照。
⑺　田中利彦「協議・合意及び刑事免責制度」川上拓一編著『刑事手続法の理
論と実務』（成文堂、2020年）85頁、鈴木一郎「捜査・訴追協力型協議・合意
制度」自正68巻４号（2017年）８－９頁、笹倉香奈「冤罪防止と日本型司法
取引」法セ756号（2018年）（以下、「笹倉・前掲注⑺法セ」と表記）57頁、笹
倉香奈「刑訴法改正と共犯者供述による立証」法時88巻１号（2016年）（以下、
「笹倉・前掲注⑺法時」と表記）19頁、後藤昭「2015年刑訴改正法案における
協議・合意制度」総合法律支援論叢８号（2016年）２頁、伊藤睦「捜査・公
判協力型協議・合意制度」刑弁82号（2015年）75頁、青木・前掲注⑴55頁、
指宿・前掲注⑹141頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』218－219頁参照。捜査・
訴追協力型司法取引は、「古典的司法取引」と「現代的司法取引」に分類され
る（村岡・前掲注⑹410頁、市川雅士ほか『日本版司法取引の実務と展望－米
国等の事情に学ぶ捜査協力型司法取引の新潮流』（現代人文社、2019年）13－
32頁、148－197頁参照）。なお、わが国の協議・合意制度を「司法取引」と呼
ぶことに疑問を呈する見解として、池田公博「供述証拠の獲得手法－協議お
よび合意、刑の減免と刑事免責」法教398号（2013年）19頁、酒巻匡「合意制
度・刑事免責制度の導入」ビジネスロージャーナル104号（2016年）15頁参照。
わが国で「司法取引のようなもの」が行われてきた実態を法社会学の視点か
ら分析した論稿として、河合幹雄「司法取引導入と司法の文化－現場の実態
は変わるのか」法セ756号（2018年）52頁参照。
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三　わが国の協議・合意制度の特徴
　わが国の協議・合意制度は、検察官の訴追裁量権⑻のもとで、検察官
が必要と認めるときに、「特定犯罪」（合意事件）と定義される一定の財
政・経済犯罪や薬物犯罪等の犯罪の協力被疑者・被告人および弁護人と
の間で協議をして、協力被疑者・被告人に対して合意事件について処分
または量刑上の法定の恩典（不訴追、略式命令請求等の処分、軽い求刑
等）を提示することにより、その合意の下で、協力被疑者・被告人自身
の犯罪事実（合意事件）と関連性のある他人（共犯者を含む）（標的者）
の標的事件の捜査・訴追への法定の協力行為（他人の事件の解明のため
に真実の供述や証拠物の提出等をすること）を協力被疑者・被告人から
――――――――――
⑻　わが国の協議・合意制度は、裁判所の承認なくして効力が発生すること（350
条の２）や検察官の指揮のもと司法警察員が協議をなし、検察官の授権のも
とで合意内容を提示することができるとされていることから（350条の６第２
項）、その法的本質は、検察官の訴追裁量権（248条）の行使にあるが、これ
を濫用してはならないという限界は当然に存在する。鈴木・前掲注⑺９頁、
田中・前掲注⑺91－92頁、96－97頁、青木・前掲注⑴57頁、辻本・前掲注⑴
66頁、斉藤・前掲注⑴230頁、堀江・前掲注⑹372頁、太田茂「『捜査・公判協
力型協議・合意制度及び刑事免責制度』の意義と課題」刑ジャ43号（2015年）
21頁、佐藤隆之「平成28年刑事訴訟法改正による『合意制度』の導入について」
東北ローレビュー５号（2018年）60頁参照。
　　なお、2018年６月施行後の協議・合意制度のいくつかの適用事例における
検察官の訴追裁量の行使の在り方については星周一郎「協議・合意制度の意
義とその適用における検察官の裁量」首法61巻１号（2020年）55頁、検察官
の訴追裁量に基づいて結ばれた合意の内容と裁判所の審査との関係について
は南迫葉月「協議・合意にかかる裁判所の審査の在り方」神戸69巻３号（2019
年）35頁、合意事件への協力を踏まえた検察官の訴追裁量に基づく刑事処分
の減軽と従来の量刑理論との関係については土井和重「捜査・公判協力型協議・
合意制度の刑罰論的な基礎付けについて－ドイツの王冠証人制度に関する議
論を参考にして－」法論91巻１号（2018年）195頁参照。
7
協議・合意制度における虚偽供述の危険性――髙倉
引き出す制度である⑼（350条の２）。
　協議・合意制度では、合意内容や合意違反の効果等があらかじめ法定
され、公的規制をかけられている。裁判所の承認は不要とされており、
検察官と合意事件の協力被疑者・被告人および弁護人との間の協議およ
び合意（取引）の過程に裁判官は介入しない。
　協議・合意制度の協議・合意は、検察官と合意事件の協力被疑者・被
告人との間で行われる（いずれの側からも協議・合意の申入れが可能で
ある）⑽が、協議の全過程に弁護人の関与が必要的であり（350条の４）、合
意にも弁護人の同意が必要的である（350条の３第１項）。350条の６第２
項により司法警察員が協議の主体になる場合でも、弁護人が立ち会わなけ
ればならない⑾。協力被疑者・被告人に異議がないときは、検察官と弁護
人との間で協議をすることができるが（350条の４ただし書）、検察官およ
び協力被疑者・被告人の二者で協議を行うことは一切認められていない。
　対象事件は、標的事件と合意事件のいずれにおいても、刑法および組
織犯罪処罰法関係等の「特定犯罪」に限定されている（350条の２第１項・
第２項１号から５号）。すなわち、合意事件（「特定犯罪に係る事件」）
の協力被疑者・被告人が標的事件（「特定犯罪に係る他人の刑事事件」）
について協力する場合に限定される。「特定犯罪」は、取引的な事件処
――――――――――
⑼　太田・前掲注⑻14－15頁、吉開ほか・前掲注⑹74－75頁〔吉開〕、吉開ほか・
前掲注⑹350頁〔緑〕、田中・前掲注⑺83－84頁、後藤・前掲注⑺２－３頁、
伊藤・前掲注⑺75頁、鈴木・前掲注⑺８頁、水谷・前掲注⑵88頁、笹倉・前
掲注⑺法時19頁、川出敏裕「協議・合意制度および刑事免責制度」論ジュリ
12号（2015年）66頁、笹倉香奈「刑の減免制度、捜査・公判協力型協議・合
意制度」川崎英明＝三島聡編著『刑事司法改革とは何か－法制審議会特別部
会「要綱」の批判的検討』（現代人文社、2014年）162頁参照。
⑽　法人も両罰規定の対象として被疑者・被告人になれば、合意の主体になり
得る。吉開ほか・前掲注⑹75頁　〔吉開〕、丸橋昌太郎「判批」法教472号（2020
年）140頁参照。
⑾　後藤・前掲注⑺８頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』228頁参照。
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理になじむ、あるいは取引による供述を得ることが有用であると考えら
れる事件である⑿。非対象事件について協力被疑者・被告人との協議・
合意を行うことは違法と評価され、その結果得られた供述等を証拠とす
ることは否定される⒀。
　合意事件と標的事件との間の関連性については、両者が共犯関係にあ
る場合に限られるわけではないが、協議・合意制度が適用されるのは、
合意事件と標的事件が実態において同一事件であるか、協力被疑者・被
告人が標的事件の共犯者（あるいはそれに類する立場の者）であること
が多くなることが予想される⒁。
　わが国の協議・合意制度の目的は、取調べへの過度の依存を改め、適
正で多様な手続を通じ、より容易に供述証拠が収集され、公判廷にも顕
出されるようにすることである⒂。これまで事実上存在したとされる司
――――――――――
⑿　後藤・前掲注⑺４頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』223－224頁、笹倉・
前掲注⑺法時19頁、川出・前掲注⑼67頁、伊藤・前掲注⑺75頁、斎藤・前掲
注⑴229頁、池田公博「刑訴法改正案における協議・合意」法時88巻４号（2016
年）71頁参照。
⒀　斎藤・前掲注⑴235頁、鈴木・前掲注⑺11頁参照。
⒁　後藤・前掲注⑺４頁、川出・前掲注⑼68頁、池田・前掲注⑿71－72頁、加藤・
前掲注⑴『捜査と弁護』223頁参照。
⒂　法制審議会新時代の刑事司法制度特別部会（以下、「特別部会」と表記）「時
代に即した新たな刑事司法制度の基本構想」（平成25［2013］年１月）４頁、
11頁、特別部会第14回会議議事録14頁〔大野委員〕、同第25回会議議事録10頁
〔龍岡資晃委員〕、第189回国会衆議院会議録第25号（平成27［2015］年５月19
日）７頁〔上川陽子法務大臣〕、同衆議院法務委員会議録第26号（平成27年６
月30日）３－５頁〔上川陽子法務大臣〕〔林真琴政府参考人〕、川出敏裕「協議・
合意に基づく供述の証拠としての使用」法時92巻３号（2020年）26頁、山下
幸夫「捜査・公判協力型協議・合意制度と刑事免責制度の課題」刑ジャ43号（2015
年）25－26頁、29頁、川出・前掲注⑼65頁、田中・前掲注⑺93頁、辻本・前
掲注⑴64頁、笹倉・前掲注⑼161頁、171頁、笹倉・前掲注⑺法時18－19頁、
24頁、水谷・前掲注⑵93頁、斎藤・前掲注⑴228頁、指宿・前掲注⑹141－142頁、
鈴木・前掲注⑺13頁注15、吉開ほか・前掲注⑹350頁〔緑〕、吉開ほか・前掲
注⑹74－75頁〔吉開〕参照。
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法取引を適正なものにするためでもなければ、刑事司法全体の効率化や
人的・時間的なコストの削減を図るものでもない⒃。
　かかる目的を踏まえ、2016（平成28）年の刑訴法等の改正では、自己負
罪型司法取引は法定されなかった。その主な理由は、真に責任を問われる
べき組織犯罪の首謀者等の検挙・処罰に資するものではないことと、被疑
者・被告人の「ごね得」を招き、結果として被疑者・被告人に大きく譲歩
せざるを得なくなり、事案の真相の解明や真犯人の適正な処罰を困難にす
ることである⒄。自己負罪型司法取引による合意は違法とされる⒅。
四　協議・合意制度の成立の経緯と意義
１　成立の経緯
　協議・合意制度が立法の対象として浮上したきっかけは、『検察の再生
に向けて－検察の在り方検討会議提言』（平成23［2011］年３月31日）⒆の
29頁において、「新たな時代の捜査・公判への移行のため必要となるもの」
――――――――――
⒃　笹倉・前掲注⑼162頁、167－168頁、辻本・前掲注⑴67頁、清野・前掲注⑹
392頁、緑大輔「日本における近時の『司法取引』の議論をめぐって」刑法54
巻１号（2014年）133頁参照。
⒄　斉藤・前掲注⑴229－230頁、吉開ほか・前掲注⑹75頁〔吉開〕、田中・前掲
注⑺85頁、辻本・前掲注⑴64頁、川出・前掲注⑼66頁、川出・前掲注⒂32頁、
山下・前掲注⒂25頁、笹倉・前掲注⑼165頁、水谷・前掲注⑵87頁、田中・前
掲注⑺86－88頁、堀江・前掲注⑹375頁参照。
⒅　第190回国会参議院法務委員会会議録第９号（平成28［2016］年４月21日）
16頁〔岩城光英法務大臣〕、19頁〔林真琴政府参考人〕。これに対して、川崎
英明ほか編著『2016年改正刑事訴訟法・通信傍受法条文解析』（日本評論社、
2017年）65頁〔福島至〕と後藤・前掲注⑺16頁は、直ちに違法とするのでは
なく、約束による自白に関する一般的な解釈論に委ねるとする。
⒆　http://www.moj.go.jp/content/000072551.pdf（2021年１月30日）
　笹倉・前掲注⑼162－163頁参照。
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として、「供述人に真実の供述をするインセンティブを与える仕組みや
虚偽供述に対する制裁を設けてより的確に供述証拠を収集できるように
すること」が指摘されたことである。
　その後、法務大臣の諮問第92号により、法制審議会新時代の刑事司法
制度特別部会（以下、「特別部会」という）⒇が、「取調べへの過度の依
存からの脱却と証拠収集手段の適正化と多様化」を目指し、より容易に
供述証拠を収集して公判廷に顕出するために、①刑の減免制度、②捜査・
公判協力型協議・合意制度、③刑事免責制度という、３つの新たな供述
証拠の収集手段について議論を行った。当初から「取調べ以外の方法
による供述証拠の収集の在り方」が一つの論点とされた。
　そして、約３年間の議論の結果、2014（平成26）年７月に最終的な取
りまとめとしての「新たな刑事司法制度の構築についての調査審議の結
果【案】」と題する答申案を全会一致で了承した。同年９月に法制審
議会総会は、全会一致でこれを了承して法務大臣に答申した。この答申
案の３－４頁において、取調べへの過度の依存を改めて適正な手続の下
でより広範囲に供述証拠を収集できるようにするためのシステムの一つ
として、「捜査・公判協力型協議・合意制度」が提案された。
　さらに、法務省において立法作業が進められ、この答申案を踏まえて
2015（平成27）年の通常国会に「刑事訴訟法等の一部を改正する法律案」
（以下、「改正案」という）が提出され、2016（平成28）年に刑事訴訟法
――――――――――
⒇　http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi03500012.html（2021年１月30日）
　笹倉・前掲注⑼162－163頁、165－166頁、笹倉・前掲注⑺法時18頁、後藤・
前掲注⑺２－４頁、太田・前掲注⑻14－17頁、19－23頁、山下・前掲注⒂24
－25頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』217－218頁、220－222頁、川出・前
掲注⑼65－66頁、緑・前掲注⒃132－134頁、143頁、伊藤・前掲注⑺75頁、水谷・
前掲注⑵89頁参照。
　http://www.moj.go.jp/content/000125177.pdf（2021年１月30日）
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等の一部を改正する法律（平成28年法律第54号）が成立した。その中
で協議・合意制度が新設され、2018（平成30）年６月１日から施行され
た。
２　成立の意義
　司法取引的な制度を導入するべきであるという議論には二つの方向が
ある。一つは、新たな捜査手段の獲得と手続の効率化という観点であり、
主として捜査機関および訴追側からの司法取引導入論であり、もう一つ
は、日本の刑事手続にはすでに暗黙の取引が存在してきたことを認めた
上で、そのことを前提としてルールを明確にして取引を制度化し、手続
を適正・公正にすべきであるとの考え方である。特別部会によって最
――――――――――
　国会における質疑応答で最も多くの時間が割かれたのが、協議・合意制度
に関する規定であったが、特に議論されたのが合意事件と標的事件との関連
性であった。当初の改正案では、標的事件と合意事件の両者に関連性がある
ことは条文上要求されていなかったが、共犯である場合等、両者に関連性が
あることを前提とした規定に修正された。第189回国会衆議院法務委員会議録
第35号（平成27［2015］年８月５日）３頁〔盛山正仁委員〕〔林真琴政府参考
人〕、田中・前掲注⑺84頁、後藤・前掲注⑺４－５頁、加藤・前掲注⑴『捜査
と弁護』223頁、辻本・前掲注⑴65頁、笹倉・前掲注⑺法時19頁、笹倉・前掲
注⑺法セ59頁、池田・前掲注⑿72頁、鈴木・前掲注⑺11頁と注12、斎藤・前
掲注⑴236頁、吉開ほか・前掲注⑹75－76頁〔吉開〕参照。
　　これ以外の点では、協議への弁護人の関与が議論された。当初の改正案では、
協議の主体について、弁護人に異議がなければ、検察官と協力被疑者・被告
人単独との間でも協議ができるとされていたが、協議に弁護人が常に関与し
なければならない規定に修正された。第189回国会衆議院法務委員会議録第35
号３－４頁〔盛山正仁委員〕〔林眞琴政府参考人〕、田中・前掲注⑺84頁、池田・
前掲注⑿68－69頁、後藤・前掲注⑺６頁、笹倉・前掲注⑺法時20頁参照。
　刑事訴訟法等の一部を改正する法律の一部［附則１条４号］の施行期日を
定める政令（平成30年政令第50号）。
　斉藤・前掲注⑴238－240頁、後藤ほか・前掲注⑹36－37頁〔後藤〕〔郷原〕
参照。
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終的に示された協議・合意制度は、このうち、すでに暗黙裏に存在する
取引を適正化させるという視点に立つものではなかった。
　特別部会は、暗黙裏の取引を指摘する論者の懸念の背景にあった様々
な問題状況（取調べのあり方、身体拘束制度のあり方、訴追裁量論、量
刑等）について、新たな取引的制度とは分けて議論をするという立場を
貫きながら、「取調べへの過度の依存からの脱却」という目的を切り離
して「供述証拠の収集手段の多様化」を主目的としていた。それゆえ、
そこで目指されたのは取調べに代わる新たな捜査手法（新しい武器とし
ての供述獲得手段）の獲得でしかなかった。協議・合意制度は、「こ
れからの刑事司法の運営には新たな立証手段が必要だという理由で、半
ば政策的に創設」されたという特徴がある。
　協議・合意制度は、取調べの可視化（301条の２）と引き換えに導入
される新たな捜査手法という位置づけであるが、かかる論理関係が成り
立つかは疑わしい。取調べの可視化の対象事件は限定的であり、両者
の対象事件は異なるからである。
　また、協議・合意制度と取調べとは別個のものであって、両当事者の
同意により協議・合意制度が適用されるまでは、従来どおりの取調べを
行うことが前提とされているから、取調べへの過度の依存を避けるため
に協議・合意制度を導入するという構図にもなっていない。
――――――――――
　笹倉・前掲注⑼162頁、167頁参照。
　笹倉・前掲注⑼167－168頁。緑・前掲注⒃129－131頁、青木・前掲注⑴57頁、
伊藤・前掲注⑺75－76頁、堀江・前掲注⑹367－368頁も参照。
　青木・前掲注⑴57頁。協議・合意制度が立法化された刑事司法的な背景に
ついては、後藤昭「日本型司法取引とは何か」法セ756号（2018年）26－27頁、
笹倉・前掲注⑺法セ57頁参照。
　笹倉・前掲注⑼168頁、笹倉・前掲注⑺法時21頁注15、水谷・前掲注⑵93頁、
緑・前掲注⒃131－132頁参照。
　笹倉・前掲注⑼168頁。
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　わが国の刑事手続は、301条の２が新設されたとはいえ、依然として
長時間の身柄拘束下での弁護人の立会いがない密室での取調べが行われ
る人質司法である。捜査段階における取調べと供述調書に強く依存して、
供述の獲得を重視する捜査構造の維持を前提としていることに変わりは
ない。かかる実情では、前述のように検察官に「新しい武器」が与え
られるだけである。協議・合意制度での当事者間の協議は対等なものに
はなり得ず、暗黙の圧力と強制の中で身柄拘束の延長如何が取引の材料
にされ、取引の名のもとに不当な取引が実質的に強要され、協力被疑者・
被告人が虚偽供述をすることで無実の者の引き込みや責任転嫁がなされ
る等、えん罪の温床になることもあり得る。
　協議・合意制度は、取調べへの過度の依存からの脱却に資するどころ
か、逆に、後押しするリスクをもはらむ制度である。
五　検察官と協力被疑者・被告人との協議・合意の過程
１　協議の端緒
　協議・合意制度の主体である検察官と協力被疑者・被告人のいずれか
から協議の申入れがなされ、これを相手側が受け入れることによって協
議は開始される。ただし、協議と取調べは明確に区分され、協議には弁
護人の関与が必要的である（350条の４）。それゆえ、（弁護人が立ち会っ
ていない）通常の取調べの中で、検察官が協力被疑者・被告人と協議す
――――――――――
　田中利彦「日本の刑事司法の特質とその構造的問題点」前掲注⑴『曽根威
彦先生・田口守一先生古稀祝賀論文集［下巻］』 366－374頁、新屋達之「前提
が充たされていない『司法取引』の導入」法民477号（2013年）17頁参照。
　鈴木・前掲注⑺９頁、15頁、笹倉・前掲注⑼171頁、山下・前掲注⒂26－27頁、
29頁、伊藤・前掲注⑺77頁、水谷・前掲注⑵90－91頁参照。
　田中・前掲注⑺95頁参照。
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ると、その時点で違法と評価される。協議を持ちかけることも協議の
一部であるから、弁護人が立ち会わなければならない。
２　協議の開始
　協議には、弁護人が立ち会うことになるが、その過程は録音・録画さ
れない。協議の内容は、（ア）協力被疑者・被告人からの協力行為の提示、
（イ）検察官による標的事件に関する協力被疑者・被告人の供述聴取（350
条の５項第１項）とこれによる協力被疑者・被告人の有する情報の信用
性等の検討、（ウ）検察官による恩典の提示、（エ）両当事者間における
合意内容等に関する意見交換等からなる。このうち（イ）については、
「協議において」検察官が、協力被疑者・被告人に他人の刑事事件（標
的事件）についての「供述を求める」ことができる。最終的に合意の成
立に至らなかった場合、あるいは検察官が合意に違反したときは、協議
の過程で協力被疑者・被告人がした供述は、当該協力被疑者・被告人の
有罪証拠とすることができない（350条の５第２項・350条の14）。こ
れは、協力被疑者・被告人が協議の過程で自由に語れるようにして、協
議・合意制度自体を有効に機能させるためである。
３　合意が成立した場合
　協議を経て、検察官は、協力被疑者・被告人の協力行為（350条の２
第１項１号）により「得られる証拠の重要性、関係する犯罪の軽重及び
――――――――――
　後藤・前掲注⑺７頁、斎藤・前掲注⑴237頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』
235－236頁、笹倉・前掲注⑺法時20頁参照。
　斎藤・前掲注⑴231頁。
　もっとも、この証拠禁止は、派生的証拠には及ばないであろう。後藤・前
掲注⑺19頁注７、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』229頁、鈴木・前掲注⑺11頁、
池田・前掲注⑿73頁、川出・前掲注⒂29頁、斉藤・前掲注⑴233頁参照。
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情状、当該関係する犯罪［合意事件と標的事件］の関連性の程度その他
の事情を考慮して、必要と認めるとき」、恩典（350条の２第１項２号） 
を提供する内容の合意をすることができる（350条の２第１項柱書）。合
意が成立すれば、合意の終了事由が生じない限り、合意をした検察官お
よび協力被疑者・被告人は、合意内容に拘束され、それぞれ合意内容を
履行する義務を負う。
（１）合意内容書面の作成
　合意が成立した場合、合意は要式行為であるから、その合意内容を明
らかにする書面（合意内容書面）を検察官、協力被疑者・被告人および
弁護人の連署のもと作成する（350条の３第２項）。合意内容書面の詳細
についての規定は存在しないが、（ⅰ）協力被疑者・被告人の事件を特
定する内容、（ⅱ）標的事件を特定する内容、（ⅲ）合意に基づいて協力
被疑者・被告人がすべき行為の内容、（ⅳ）合意に基づいて検察官がす
べき行為の内容が、具体的な事案に則して記載される。ただし、この
合意は、訴追裁量の行使の一種であるから、合理性のあるものでなけれ
ばならない。協力被疑者・被告人の標的事件摘発への貢献の程度と合意
事件における有利な扱いとは、つり合いが取れていなければならない。
著しくつり合いを欠く内容の合意は、合意に基づく供述の信用性を疑わ
せるばかりでなく、手続の公正さも損なうので、供述の証拠能力を失わ
せると考えるべきであろう。
（２）検察官の義務
　検察官は、主として協力被疑者・被告人の特定犯罪の事件（合意事件）
――――――――――
　第189回国会衆議院法務委員会議録第25号（平成27［2015］年６月19日）６
頁〔林真琴政府参考人〕。
　後藤・前掲注⑺８－９頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』225頁、笹倉・前
掲注⑺法時20頁、伊藤・前掲注⑺77頁、辻本・前掲注⑴66頁、太田・前掲注
⑻22頁、堀江・前掲注⑹372－374頁参照。
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の手続上の負担を軽減する措置を取るものとされている（350条の２第
１項２号イ～トに限定列挙）。すなわち、「公訴を提起しないこと」（不
起訴処分）（イ）、「公訴を取り消すこと」（ロ）、「特定の訴因及び罰条に
より公訴を提起し、又はこれを維持すること」（ハ）、「特定の訴因若し
くは罰条の追加若しくは撤回又は特定の訴因若しくは罰条への変更を請
求すること」（ニ）、論告（293条１項）において「被告人に特定の刑を
科すべき旨の意見を陳述すること」（ホ）、「即決裁判手続の申立てをす
ること」（ヘ）、「略式命令の請求をすること」（ト）である。
　合意が成立すれば、合意事件でも標的事件でも、検察官に合意違反が
ない限り、協議における協力被疑者・被告人の供述も、取調べで協力被
疑者・被告人がした供述を書面化した調書も証拠とすることができ、あ
るいは協力被疑者・被告人の供述を標的事件の証人尋問というかたちで
証拠とすることができる。これは、協力被疑者・被告人に対する証拠に
なるだけでなく、標的事件の被告人（標的者）に対する証拠ともなりうる。
　ただし、合意があった場合、合意事件の公判手続でも標的事件の公判
手続でも、合意の有無、内容を裁判所に明らかにする義務が検察官に生
じる。すなわち、協力被疑者が起訴されたとき、または起訴後の協力被
告人が合意したときは、協力被疑者・被告人の公判手続（合意事件）に
おいて、検察官は遅滞なく合意内容書面の取調べを請求しなければなら
ない （350条の７第１項）。また、標的事件の公判手続において、合意に
基づく供述の書面が取り調べられるとき、または合意をした者（協力被
疑者・被告人）が証人として尋問されるときは、検察官は遅滞なく合意
内容書面の取調べを請求しなければならない （350条の８、350条の９）。
（３）協力被疑者・被告人の義務
　合意が成立した場合の協力被疑者・被告人の義務は、取調べや標的事
件の証人尋問において真実の供述をすること、あるいは証拠の提出その
他の必要な協力をすることである（350条の２第１項１号）。
17
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　「協議」とは区別された「合意後の通常の取調べ」においては、協力
被疑者・被告人は標的事件について供述することになる。もっとも、協
議・合意制度の対象事件は取調べの録音・録画が義務付けられないから、
その取調べは録音・録画されない可能性が高く、しかも弁護人の立会い
も保障されない。そのため、その供述過程を後から検証することは困難
となるおそれがある。
　「真実の供述をすること」とは、包み隠さず正直に供述することであっ
て、具体的な内容の供述をする約束はできない。「特定の供述をする」
ことを約束することは、真偽にかかわらず、虚偽供述を促進する危険性
があるためである。
（４）協力被疑者・被告人が置かれる立場
　協力被疑者・被告人は、その協力行為を終えるまで、不起訴等の恩典
を受けられない一方、一旦合意したにもかかわらず、その合意から離脱
すれば、むしろ不利益を受ける可能性があるから、事実上、合意から離
脱しないように圧力を受け続けることになる。そして、標的事件の公
判手続に出廷して、すでに検察官に供述して作成された供述調書と異な
る内容を証言した場合（反対尋問で供述の虚偽や誤りが暴かれた場合や
被告人（標的者）の有利に証言を覆した場合）は、合意に違反した、あ
るいは協議の段階で虚偽を述べていたと評価され、恩典を受けられなく
なる可能性があるばかりか、虚偽供述罪（350条の15）で訴追される可
能性もある。そうであれば、協力被疑者・被告人は、合意において当
――――――――――
　山下・前掲注⒂26頁、28頁、笹倉・前掲注⑺法時20－21頁、伊藤・前掲注
⑺79頁、80頁注17参照。
　宇川春彦「司法取引を考える（10）」判時1599号（1997年）25頁、同「司法
取引を考える（13）」判時1604号（1997年）30頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』
225頁参照。
　山下・前掲注⒂26頁参照。
　伊藤・前掲注⑺79頁、山下・前掲注⒂26頁参照。
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初から予定したとおりの供述を維持するしかない圧力を受けることにな
る。実際の運用は、協力被疑者・被告人に対する処分をいかようにもで
きる状態にしておいて標的事件の公判手続の証言台に立たせ、当初予定
されたとおりの一貫した供述を求めることになろう。
六　標的事件における協力被疑者・被告人の虚偽供述の危
険性を防止するための対応策
１　協力被疑者・被告人の虚偽供述の危険性
（１）恩典と引き換えになされる共犯者の供述としての危険性
　協力被疑者・被告人が標的事件の共犯者（あるいはそれに類する立場
の者）として標的事件の公判手続で供述（証言）すれば、事案の解明と
立証に有効な場合があることは確かである。しかしその反面、検察官自
身が協議・合意の過程で協力被疑者・被告人の虚偽供述を見抜けなけれ
ばえん罪の危険性を高める懸念や、他人を「売る」ことを推奨する制度
への違和感が指摘される。
　さらには、協力被疑者・被告人が、恩典獲得に強く動機づけられ、検
察官から有利な取扱い（恩典）を確実に受けることを期待して、検察官
の望む供述をしようとする態度になり、自己の利益のために他人の犯罪
事実について虚偽供述をすることにより、無実の者の引き込みや責任転
――――――――――
　伊藤・前掲注⑺79頁参照。
　田中・前掲注⑺96頁、伊藤・前掲注⑺75頁、白取祐司ほか編著『日本版「司
法取引」を問う』（旬報社、2015年）５頁、小田中聰樹「刑事訴訟法『改悪』
の現代史的位相」前掲注⑼『刑事司法改革とは何か』264頁参照。後藤ほか・
前掲注⑹37頁〔郷原〕は、いったん走り始めたら止まらない検察のあり方では、
合意に基づいた供述が簡単に信用性を認められてしまい、えん罪につながる
可能性が十分にあるという。
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嫁がなされる危険性が伴うことは否定できない。
　特に共犯者の供述は、類型的に信用性が低いだけでなく、自らの責任
を軽減し、あるいは免れようとする動機があるため、特有の引き込みや
責任転嫁の危険性、すなわち虚偽供述がなされる危険性がある。
　このような危険性があるゆえに、共犯者の供述（共犯者の自白）のみ
で被告人を有罪とすることができるのか、補強証拠が必要ではないかが
問題とされてきた。判例は、補強証拠を不要とする立場である（最大判
昭和33・５・28刑集12巻８号1718頁〔練馬事件〕）。補強証拠を不要とす
る学説は、証明力の高い自白と信用性がもともと低いとされる共犯者の
供述とでは補強の目的が異なること、共犯者の供述には反対尋問が可能
であることを重視している。これに対して、共犯者の供述には引き込
みや責任転嫁という特別の危険性があるからこそ補強証拠が必要である
との学説も根強く存在する。もっとも、補強証拠を必要とする学説で
も不要とする学説でも、共犯者の供述が危険であるという点では一致し
ている。共犯者の供述に補強証拠は不要とする学説でも、供述の信用性
――――――――――
　太田・前掲注⑻20頁、川出・前掲注⒂26頁、川出・前掲注⑼67－68頁、笹倉・
前掲注⑺法時22頁、池田・前掲注⑿68頁、鈴木・前掲注⑺10頁、指宿・前掲
注⑹145頁、吉開ほか・前掲注⑹77頁〔吉開〕参照。郷原信郎「美濃加茂市長
事件－控訴審『逆転有罪』不当判決の検討」法セ756号（2018年）35頁は、引
き込みの危険性との関係で重要なのは、意図的な虚偽供述であるかどうかの
判断であると主張する。
　司法研修所編『共犯者の供述の信用性』（法曹会、1996年）１頁、三井誠「共
犯者の自白と補強証拠」法教261号（2002年）96頁、後藤ほか・前掲注⑹39頁
〔郷原〕〔後藤〕参照。
　池田公博「共犯者の供述による立証」井上正仁＝酒巻匡編『三井誠先生古
稀祝賀論文集』（有斐閣、2012年）637頁、三井・前掲96頁参照。
　山田道郎「『自白』と伝聞法則」村井敏邦ほか編『刑事司法改革と刑事訴訟
法　下巻』（日本評論社、2007年）863－865頁とそこに引用されている文献を
参照。
20
法政論叢――第74号（2021）
の判断を慎重に行うべきだとされる。判例も、実質的に共犯者の供述に
ついて高度な補強証拠を要求しているともいわれる。
　しかし、もともと危険な共犯者の供述が協議・合意制度のもとで恩典
と引き換えになされるとなると、その危険性がなおのこと高まるから、
「二重の意味で信用性に乏しい」のである。しかも、表面的には自己
の刑事責任を素直に認めているようであるため信用されやすく、また、
特に共犯者が実際に事件に関与していた場合には真実を織り交ぜた巧み
な嘘をつくことが可能であり、事実をよく知る証人としても偏重されや
すい。さらには、共犯者の供述が証拠として顕出する標的事件の公判
手続は、検察官と「第二検察官」ともいうべき協力被疑者・被告人の弁
護人の連合軍対標的者弁護人、という特殊な構図になる。
（２）約束による自白との関係
　協議・合意制度において、このような危険性のある共犯者の供述は、
検察官との一定の約束・利益誘導に基づいてなされることになるが、こ
のことは、「約束による自白」の証拠能力を否定した最判昭和41・７・
１刑集20巻６号537頁との関係で、そもそも共犯者の供述に証拠能力が
認められるのか（取引における任意性が確保されているのか）という問
題につながる。共犯者の供述は「自白」とは異なり、自白法則が直接に
――――――――――
　田宮裕『捜査の構造』（有斐閣、1971年） 34頁参照。司法研修所編・前掲注
９－204頁は、共犯者の供述の信用性判断に関する注意則を分析してまとめ
ている。
　川出・前掲注⒂26頁、川出・前掲注⑼68頁、後藤・前掲注⑺４頁、鈴木・
前掲注⑺10頁、笹倉・前掲注⑺法セ58頁参照。
　池田・前掲注⑺17頁、池田・前掲注⑿69頁参照。
　伊藤・前掲注⑺79頁、池田・前掲注⑿68－69頁参照。
　村岡・前掲注⑹412－416頁参照。
　石井一正『刑事実務証拠法〔第５版〕』（判例タイムズ社、2011年）250－
257頁参照。
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適用される場面ではないから、約束・利益誘導に基づく共犯者の供述は、
「約束による自白」とは無関係であるといえるかもしれない。しかし、協
力被疑者・被告人が、検察官との合意に基づき、自らの犯罪ヘの関与と
共に他人の犯罪への関与を供述する場合には、その両者を切り離して評
価することは困難である。そのような関係にはない場合でも、一定の有
利な取扱いと引き換えになされた供述であるという点では、約束による
自白と同様の性質を持っているから、証拠能力が問題になりうる。この
点、虚偽供述の危険性が高い状況が生じないような条件を満たしていれば、
その供述が一定の有利な取扱いを受けることと引き換えになされたもの
であっても証拠能力を否定することにはならないとされる。協議・合意
制度は、弁護人の必要的関与等の条件が定められているから、取引の任
意性が確保され、虚偽供述の危険性が類型的に高くないとされる。350
条の14第１項の反対解釈によれば、刑訴法の定める条件に従っている限り、
合議事件と標的事件において合意に基づく（約束による自白を含んだ）
協力被疑者・被告人の供述が証拠能力をもつことを前提としている。
　もっとも、一般的には、約束による自白に任意性がないとして証拠能
力が否定されるのは、類型的に虚偽供述の危険性が高いからだとされる。
これは自白法則固有の問題ではなく、約束・利益誘導による共犯者の供
述についても、有利に扱われたいという誘因が働き、約束による自白と
――――――――――
　川出・前掲注⒂28頁、川出・前掲注⑼68－69頁参照。
　川出・前掲注⒂28頁、32頁、川出・前掲注⑼69頁、鈴木・前掲注⑺９－10
頁参照。
　川出・前掲注⒂32頁、同頁注29、後藤・前掲注⑺15－16頁、加藤・前掲注
⑴『捜査と弁護』240頁注20、笹倉・前掲注⑺法時24頁、青木・前掲注⑴60頁
参照。
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同様に虚偽供述の危険性が高くなる。協議・合意に弁護人が必要的に
関与するようにして、協力被疑者・被告人の供述の任意性を確保するこ
とができたとしても、有利に扱われたいという誘因が働けば、虚偽供述
までを完全に防ぐことは困難である。
２　現行刑訴法上の対応策
　虚偽供述による引き込みや責任転嫁の危険性の防止と協力被疑者・
被告人の供述の信用性の担保は、協議・合意制度における最大の問題
であるといえよう。協議・合意制度では、この問題への対応策として、
①協議における協力被疑者・被告人側に弁護人の必要的関与を定め
（350条の３・４）（以下、「弁護人の必要的関与」と略記）、②標的事
件での協力被疑者・被告人の検察官面前調書の取調べや証人尋問に関
し、検察官に合意内容書面の取調べ請求義務を課し（350条の８・９）（合
意が成立していることを踏まえて標的事件の弁護人が反対尋問をす
る）（以下、「合意内容書面の取調べ請求」と略記）、③協力被疑者・
被告人に対する虚偽供述処罰規定（350条の15）（以下、「虚偽供述処
罰規定」と略記）を置いている。いずれも、供述の内容が真実であ
――――――――――
　笹倉・前掲注⑼169頁、笹倉・前掲注⑺法時23頁、緑・前掲注⒃134－135頁
参照。
　川出・前掲注⒂26頁、太田・前掲注⑻20頁、池田・前掲注⑿69頁、辻本・
前掲注⑴66頁参照。協議・合意制度における虚偽供述の防止の本格的な研究
については、南迫葉月「協議・合意制度における虚偽供述の防止についての
研究（１）（２）（３）（４） （５・完）」法学論叢180巻４号（2017年）135頁、
同181巻１号（2017年）119頁、同181巻３号（2017年）113頁、同181巻４号（2017
年）31頁、同181巻５号（2017年）46頁参照。
　第189回国会衆議院会議録第25号（平成27［2015］年５月19日）８頁〔上川
陽子法務大臣〕、同衆議院法務委員会議録第18号（平成27年５月27日）２頁〔林
真琴政府参考人〕参照。
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ることを積極的に基礎づけるものというよりは、意図的な虚偽供述を
防ぐこと、そして、協カの信用性を評価するための手がかりを与える
ことに向けられている。もっとも、これらだけで虚偽供述の危険性を
防止するのに十分であるかについては、さらに検討を要する。
（１）弁護人の必要的関与について
　その趣旨は、①合意に応じるか否かの判断において協力被疑者・被告
人が自己の利害を自由かつ合理的に判断できるようにすること、そして
②協力被疑者・被告人により行われる供述の信用性を一定程度担保する
こと（虚偽供述の危険性の防止）にあるとされる。
　①については、（ⅰ）「協議」に至るまでの過程は協力被疑者・被告人
の通常の取調べの中に混在することになるが、弁護人不在の場で捜査機
関が協力被疑者・被告人に対してインフォーマルな取引を直接働きかけ
る危険性は払拭されない。（ⅱ）また、弁護人が必要的に関与するといっ
ても、協議の時点では証拠開示等の特別な措置はないから、弁護人は捜
査段階で協議・合意に応じるか否かを手さぐりで判断することになり、
協力被疑者・被告人に適切な助言をすることは極めて困難である。協
――――――――――
　池田・前掲注⑿69頁。
　指宿・前掲注⑹145頁。
　斎藤・前掲注⑴231頁、川出・前掲注⒂27頁、川出・前掲注⑼67－68頁、加
藤・前掲注⑴『捜査と弁護』228頁、池田・前掲注⑿69頁、堀江・前掲注⑹
371頁、第189回国会衆議院法務委員会議録第35号（平成27［2015］年８月５日）
26頁〔林真琴政府参考人〕参照。標的事件の弁護人の役割については、秋田
真志「司法取引に弁護士はどう対応すべきか」法セ756号（2018年）49－50頁
参照。
　伊藤・前掲注⑺77頁参照。
　伊藤・前掲注⑺77－78頁、山下・前掲注⒂27－28頁、白取祐司「協議・合
意制度、刑事免責」法時93巻１号（2021年）116頁参照。
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議・合意に応じた場合の利益と応じない場合の利益とを客観的に比較衡
量することができないからである。また、検察官が協力被疑者・被告人
の提供する情報の信憑性を吟味しなければ合意できるか否かを判断しか
ねるから、協力被疑者・被告人は協議の段階で事実上、自己に不利益な
ことも含めて供述することを求められる。（ⅲ）しかも、協議の過程
は録音・録画されず、非公開である。それゆえ、協議に至るまでの通
常の取調べの過程で協議に入るか否かの当たりをつけるためにどのよう
なことが行われたか、実際にどのような働きかけがなされたかは不透明
なままとなる可能性が高い。合意内容書面と標的事件の公判手続の証
言だけで協力被疑者・被告人の供述の信用性を判断することは、事実認
定を誤らせる危険性が伴う。
　②については、弁護人の関与が、協力被疑者・被告人の供述の信用性
を担保すべきものであっても、弁護人は、必ずしも歴史的な真実を知る
ものではなく、供述の任意性はともかく、虚偽証拠等提出禁止規範（弁
護士職務基本規程75条）を機能させて協力被疑者・被告人の供述の信用
――――――――――
　伊藤・前掲注⑺77－78頁参照。
　協議の過程を録音・録画の対象とするべきであるとの見解として、緑・前掲
注⒃135頁、笹倉・前掲注⑺法時21頁、笹倉・前掲注⑺法セ59頁、後藤ほか・
前掲注⑹40頁〔郷原〕参照。池田・前掲注⑿70頁も、協議の過程を録音・録画
する場合の弊害を挙げつつも、協議・合意によって得られた証言の意義を損な
わない方策として協議・合意の過程を録画等の対象にする可能性を認める。
　伊藤・前掲注⑺77頁参照。
　指宿・前掲注⑹146頁参照。なお、協議の過程の記録については、後藤・前
掲注⑺８頁、笹倉・前掲注⑺法時21頁、23頁、田中・前掲注⑺84－85頁、池田・
前掲注⑿70頁、後藤ほか・前掲注⑹41頁〔後藤〕〔郷原〕参照。協力被疑者・
被告人の安全に配慮した「証人保護プログラム」については、指宿・前掲注
⑹146頁参照。
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性まで保障できる立場にはない。しかも、ここでいう協議に関与する
弁護人は、合意事件の協力被疑者・被告人の弁護人であって、不利な供
述をされることによる引き込みや責任転嫁の懸念がある他人（標的事件
の標的者）の利益を守る立場にはないから、弁護人の関与は虚偽供述の
危険性を防止することにはつながらない。これに対しては、弁護人の
虚偽証拠等提出禁止規範を理由に、「合意をするのであれば真実の供述
をするように被疑者・被告人を説得することは、弁護人に当然に期待さ
れる」として、協力被疑者・被告人の虚偽の情報提供を防止する一定の
担保となりうるとの反論があるが、取調べ段階の具体的な場面におい
て、何が真実か虚偽かを判断することは極めて困難であることから、弁
護人の役割に大きく期待することには限界があると考えられる。
――――――――――
　辻本・前掲注⑴66頁、後藤・前掲注⑺18頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』
234－235頁、笹倉・前掲注⑺法セ58頁、田中・前掲注⑺97－98頁、山下・前
掲注⒂27頁、白取・前掲注116頁、村岡・前掲注⑹411－412頁、秋田・前掲
注49頁、鈴木・前掲注⑺10頁参照。特に白取・前掲注116頁は、弁護人の
同意を虚偽でないことの担保とすることは、弁護人の地位と両立しないと指
摘する。協議における弁護人の真実義務と誠実義務と倫理については、堀江・
前掲注⑹371－372頁、372頁注37、清野・前掲注⑹395頁、村岡・前掲注⑹412
－414頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』234－235頁、秋田・前掲注48－49頁、
後藤ほか・前掲注⑹41頁〔郷原〕参照。
　笹倉・前掲注⑺法時23頁、笹倉・前掲注⑼169頁、後藤・前掲注⑺18頁、山
下・前掲注⒂28頁、特別部会第25回会議議事録12頁〔小野正典委員〕、特別部
会第28回会議議事録29頁〔小坂井久幹事〕参照。
　川出・前掲注⒂27頁、同頁注６、川出・前掲注⑼68頁、同頁注５、池田・
前掲注⑿69頁、堀江・前掲注⑹370頁、特別部会第25回会議議事録３頁〔上野
友慈委員〕、特別部会第28回会議議事録30頁〔川出敏裕幹事〕参照。
　山下・前掲注⒂28頁注21。もっとも、合意事件の弁護人は、依頼者（協力
被疑者・被告人）が虚偽供述をした場合、依頼者に不利益になるので、依頼
者に警告を与えるべきである。後藤・前掲注⑺18頁、加藤・前掲注⑴『捜査
と弁護』 234頁参照。
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（２）合意内容書面の取調べ請求について
　これは、標的事件の被告人（標的者）とその弁護人が、合意に基づく
協力被疑者・被告人の供述に対して実効的な反対尋問をする機会を保障
するためであり、標的事件において、合意の存在を前提とした慎重な審
理・判断がなされることを担保するためである。もっとも、標的事件
の公判手続において合意内容書面の取調べがなされるといっても、そこ
には合意内容しか記載されておらず、協議に至るまでの取調べや協議・
合意の過程については適正さが担保されない。合意内容書面は、協議・
合意の存在を明らかにする最低限度の処置でしかない。
　このように協議・合意の過程が可視化されないブラックボックスの状
態では、標的事件の被告人（標的者）の弁護人も実効的な反対尋問をで
きないことがほとんどであろう。裁判官は合意による協力被疑者・被告
人の供述の信用性が低いということを認識し注意して扱うというが、そ
の保障はない。犯罪の全過程を熟知した共犯者（協力被疑者・被告人）
が虚偽と真実とを巧みに織り交ぜて、標的事件の被告人（標的者）の引
き込みや責任転嫁をする場合、反対尋問による弾劾はより困難になる。
客観的証拠がないならばなおさらである。しかも、標的事件の公判手続
で被告人（標的者）に有利な方向へ供述を覆す共犯者（協力被疑者・被
告人）は、被告人（標的者）を庇っているとの疑いを受けやすい点でも、
実際に反対尋問の効果を挙げることは難しい。だからこそ反対尋問権の
――――――――――
　川出・前掲注⒂27頁、川出・前掲注⑼68頁、吉開ほか・前掲注⑹77－78頁〔吉
開〕、池田・前掲注⑿69頁、太田・前掲注⑻20頁参照。
　笹倉・前掲注⑺法時23頁参照。
　青木・前掲注⑴60頁参照。村岡・前掲注⑹412頁は、合意内容書面では合意
過程の全貌が明らかになる制度的保障はないと主張する。
　鈴木・前掲注⑺10頁、笹倉・前掲注⑺法時22－24頁、笹倉・前掲注⑼169頁、
青木・前掲注⑴60頁、村岡・前掲注⑹415－416頁参照。
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保障のみでは足りず、共犯者の供述には補強証拠が必要であり、補強は被
告人（標的者）と犯人の同一性の点にまで必要であると主張されてきた。
　また、協力被疑者・被告人が標的事件についての取調べにおいて真実
の供述をする約束をすると検察官面前調書が作成されることになるが、
標的事件の公判手続で証言をすることが合意の内容に含まれないことが
あり得る。協力被疑者・被告人が標的事件の公判手続で証人として証言
することを拒否した場合、外形的には供述不能になるから（321条１項
２号前段）、当該検察官面前調書は伝聞法則の例外として証拠能力が認
められることになり、反対尋問権が保障されない可能性がないわけで
はない。
――――――――――
　笹倉・前掲注⑺法時23頁、笹倉・前掲注⑼170頁、後藤・前掲注⑺17頁、加
藤・前掲注⑴『捜査と弁護』236頁、伊藤・前掲注⑺79頁、緑・前掲注⒃136
－137頁、山口・前掲注⑵108頁、笹倉・前掲注⑵126頁、128頁、特別部会第
１作業分科会（第３回）13－14頁〔後藤昭委員〕、特別部会第21回会議議事録
23－24頁〔後藤昭委員〕参照。これに対して川出・前掲注⒂27－28頁、川出・
前掲注⑼68頁は、最大判昭和33・５・28刑集12巻８号1718頁により共犯者の
自白には補強証拠が不要とされている状況のもとで、協議・合意制度で規定
されている担保措置が存在することを前提とした場合に、合意に基づく供述
だけを特別に扱う理由は見出しがたいと主張する。池田・前掲注⑿70－71頁
も参照。
　このような検察官面前調書の証拠能力は認められるべきではない。標的事
件の被告人の反対尋問権を保障するべきである。鈴木・前掲注⑺13頁注15、
笹倉・前掲注⑺法時20頁、24－25頁、笹倉・前掲注⑺法セ60頁、伊藤・前掲
注⑺79－80頁、後藤・前掲注⑺９－10頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』225
－226頁、山下・前掲注⒂28頁参照。これに対して池田・前掲注⑿71頁は、「原
供述者［協力被疑者・被告人］に対する反対尋問を回避するために、敢えて
証言を拒否することを合意する（証明力を下支えする機会を意図的に放棄す
る）といった事態は、想定し難い」と主張し、川出・前掲注⒂27頁注４は、「被
告人が検察官との合意に反して公判での証言を拒否した場合、その者の検察
官面前調書が321条１項２号前段により証拠となりうるとしても、合意に基づ
いて作成されたという経緯が明らかにされれば、裁判所は、特段の事情がな
い限り、その信用性は低いと判断するであろう」と主張する。
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（３）虚偽供述処罰規定について
　これは、協力被疑者・被告人による合意の履行を確保するためであり、
検察官は、協議・合意制度の根幹を守るべく、本規定の積極的な活用を
行うことが予想される。協議の過程の早期の段階で捜査機関と弁護人
の双方が協力被疑者・被告人に虚偽供述罪による処罰のリスクを十分に
説明すれば、一定の予防的効果もあろう。しかし、協力被疑者・被告
人が身柄を拘束されて目前に恩典を見せられている状況において、将来
科せられるかも知れない虚偽供述の処罰が、果たして、無実の者の引き
込みや責任転嫁をする虚偽供述の危険性の防止にどの程度効果的かにつ
いては大いに疑問がある。協力被疑者・被告人には、検察官が合意か
ら離脱して恩典を得られなくなることを防ぐために、虚偽供述を維持す
るという誘引が働く。
３　現行刑訴法上の対応策だけでは不十分
　このように、「弁護人の必要的関与」と「合意内容書面の取調べ請求」
と「虚偽供述処罰規定」だけでは、標的事件における引き込みや責任転
嫁を動機とした協力被疑者・被告人の虚偽供述の危険性を防止すること
は困難である。結局のところ、えん罪を防止するには、検察官の裏付け
捜査の徹底、標的事件の弁護人の反対尋問による的確な弾劾、そして裁
判官の虚偽を見抜く慧眼という訴訟関係者の卓越した能力に依存するし
かないというのが実際である。最終的には、協議・合意によって協力
被疑者・被告人から提供された供述証拠（文書、データ等も）をどう評
――――――――――
　川出・前掲注⒂27頁、川出・前掲注⑼68頁参照。
　堀江・前掲注⑹370頁、秋田・前掲注49頁参照。
　田中・前掲注⑺95頁、鈴木・前掲注⑺10頁参照。
　笹倉・前掲注⑺法時23頁、村岡・前掲注⑹412頁参照。
　村岡・前掲注⑹412頁、後藤ほか・前掲注⑹39頁〔後藤〕参照。
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価するかという裁判所の姿勢が鍵を握ることになるだろう。
　裁判所としては、合意の存在や内容、協議の過程の検討に加え、協力
被疑者・被告人の供述の信用性の判断のハードルをより高く設定して慎
重な判断をすることが求められる一方、その前提として、捜査機関が、
協力被疑者・被告人の供述の信用性を確認すべく、裏付け捜査をしなけ
ればならないだろう。とりわけ、捜査機関による裏付け捜査だけが標
的者の権利を実質的に擁護するものとなるかもしれない。とはいえ、
裏付け捜査は検察官に委ねられており、協議・合意制度が適用される事
件では協力被疑者・被告人の供述以外の証拠を得ることができない場合
もあり得る。
――――――――――
　村岡・前掲注⑹412頁、後藤ほか・前掲注⑹40頁〔後藤〕、笹倉・前掲注⑺
法セ59頁参照。後藤ほか・前掲注⑹43頁〔郷原〕は、証人（協力被疑者・被
告人）の証言が歪められないように、証人テスト、打ち合わせの原則的な禁
止の制度化を示唆している。笹倉・前掲注⑺法セ59－60頁も参照。
　田中・前掲注⑺98－99頁、山口・前掲注⑵108頁、堀江・前掲注⑹370－371頁、
太田・前掲注⑻21－22頁、池田・前掲注⑿71頁、川出・前掲注⒂27頁、佐藤・
前掲注⑻65頁、大澤裕ほか「座談会・『新たな刑事司法制度』の構築に向けて
－法制審議会答申の検討」前掲注⑼論ジュリ12号21頁〔上野友慈〕、最高検察
庁新制度準備室「合意制度の当面の運用に関する検察の考え方」ひろば71巻
４号（2018年）57頁参照。
　鈴木・前掲注⑺10頁参照。
　後藤ほか・前掲注⑹39－40頁〔笹倉香奈〕〔郷原〕、笹倉・前掲注⑺法セ58
頁参照。裏付け証拠が全くない場合の検察官と裁判所の対応については、宇
川春彦「司法取引を考える（15）」判時1614号（1997年）35頁注38参照。
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七　結語
１　協力被疑者・被告人の検察官への迎合の可能性
　協議・合意制度は、「供述証拠の収集手段の多様化」を主目的として
いる（前掲三、四－２）が、これが依然として長時間の身柄拘束下で弁
護人の立会いがない密室での取調べが行われる人質司法で適用されるな
らば、協力被疑者・被告人は、取引の名のもとに不当な取引を実質的に
強要されかねない（前掲四－２）。合意が成立すれば、事実上、協力行
為を終えるまで合意から離脱できない圧力と、合意において当初から予
定したとおりの供述を維持するしかない圧力を受けることになる（前掲
五－３－（４））。弁護人が協議に必要的に関与し、合意不成立の場合に
は協議での供述を排除することにより、協力被疑者・被告人が自己の利
害を自由かつ合理的に判断できる環境を整えた（前掲五－２、六－２－
（１））としても、協力被疑者・被告人は、恩典を期待して検察官に迎合
的になりやすい。協力被疑者・被告人は「真実を供述」しなければなら
ない（前掲五－３－（３））とはいえ、恩典欲しさの余り検察官の期待
に沿う供述をする誘惑にかられるだろう（前掲六－１－（１））。
２　協力被疑者・被告人による引き込みや責任転嫁の可能性
　協力被疑者・被告人が合意に基づいて供述する場合、それは（標的者
の）共犯者の供述になることが多い（前掲三）。共犯者の供述は、ただ
でさえ特有の引き込みや責任転嫁の危険性があるが、恩典と引き換えに
なされるとすれば、なおさらその危険性が高まる（前掲六－１－（１））。
恩典欲しさの余り検察官の期待に沿うべく引き込みや責任転嫁をするこ
とで、虚偽供述の危険性が高まる。合意事件の弁護人が協力被疑者・被
告人の供述の信用性を担保することが期待され（前掲六－２－（１））、
虚偽供述処罰規定（前掲六－２（３））が置かれたとしても、この危険
31
協議・合意制度における虚偽供述の危険性――髙倉
性を防止することは困難である（前掲六－１－（２））。
３　協力被疑者・被告人の供述が顕出する標的事件の公判手続
　前述のように、協力被疑者・被告人が合意に基づいて供述する場合、
それは（標的者の）共犯者の供述になることが多いが、このような協力
被疑者・被告人の供述は、「二重の意味で信用性に乏しい」のである（前
掲六－１－（１））。これが顕出する標的事件の公判手続は、検察官と「第
二検察官」ともいうべき協力被疑者・被告人の弁護人の連合軍対標的者
弁護人、という特殊な構図になる（前掲六－１－（１））。標的事件の弁
護人は、いわば多勢に無勢の状況に置かれるが、その相手方が提出して
くる証拠は、「二重の意味で信用性に乏しい」ものである。これが「決
め手」となって有罪判決が下されるならば、えん罪の危険性は自ずと高
まろう。かかる事態を避けるためには、標的事件の弁護人に十分な防禦
の機会を与える必要がある。
４　標的事件の弁護人の弁護活動の障害
　しかしながら、現行刑訴法のままでは、標的事件の弁護人は、証人と
しての協力被疑者・被告人に対して実効的な反対尋問をできないことが
ほとんどであろう（前掲六－２－（２））。合意内容書面の取調べ請求を
しなければならないといっても、それは協議・合意の存在を明らかにす
る最低限度の処置にすぎない（前掲六－２－（２））。協議の過程も録音・
録画されないから、検察官から協力被疑者・被告人にどのような働きか
けがなされたかは不透明のままである（前掲六－２－（１））。実効的な
反対尋問をするために標的事件の弁護人に与えられる情報は余りに少な
い。そもそも協力被疑者・被告人が自己負罪拒否特権を行使すれば、反
対尋問など機能しない。
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５　協議・合意制度における標的事件での虚偽供述の危険性を防止す
るための対応策
　標的事件の弁護人の最大の課題は、虚偽の取引供述による誤判の防止
である。これを全うするためには、協議・合意の全過程の録音・録画
をすることにより、標的事件の弁護人が事後的な検証をして実効的な反
対尋問をすることができるようにすべきである。そして、標的事件の弁
護人が実効的な反対尋問をできない場合に備えて、協力被疑者・被告人
の供述（共犯者の供述）について、被告人（標的者）の犯人性について
の補強証拠を要求するべきである。前述七－１、２、３の状況は、合意
に基づく協力被疑者・被告人の供述を政策的に特別に扱う理由を備えて
いると考える。
――――――――――
　後藤・前掲注⑺17頁、加藤・前掲注⑴『捜査と弁護』236頁参照。後藤ほか・
前掲注⑹42－43頁〔郷原〕〔後藤〕も参照。
